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◆離職票が使われる場面 

離職票とは、雇用保険の被保険者が離職後に求職者

給付（基本手当等）を受給するために必要な書類です。離

職票は現在、ハローワークから事業所を通して離職者に送

られていますが、2025年１月20日から、希望する離職者

のマイナポータルに直接送付するサービスが始まります。

離職者がハローワークで求職の申込みをするには、事業

所から離職票が届くまで１週間から10日ほど待つ必要が

ありましたが、新サービスを使えばその期間が短縮されま

す。事業所は離職者に離職票を送る手間が省けます。  

 

◆離職票が送付されるまでの流れ 

 現在、事業所が資格喪失届と離職証明書をハローワー

クに提出すると、離職証明書は３枚複写になっており、ハロ

ーワークはそのうち事業主控と離職票を事業所に郵送また

は電子送付します。事業所はその離職票を離職者に郵送

します。2025年１月20日から一定の条件を満たした場合

は、事業所が資格喪失届と離職証明書をハローワークに

電子申請すると、ハローワークは離職証明書の事業主控

を事業所に電子送付し、離職票を離職者のマイナポータ

ルに直接送付します。 

 

◆離職票のマイナポータル直接送付のために事業所

がやるべきこと 

 

（1） 被保険者の方に被保険者向けリーフレットを使って

周知しましょう。このサービスが被保険者の任意であ

ることに留意する必要があります。 

（2） 被保険者本人のマイナポータルで、マイナンバーが

ハローワークに登録されているか確認してもらいます。

登録されていない場合は、事業所が「個人番号登

録・変更届」をハローワークに提出し、マイナンバーを

登録してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）  被保険者のマイナンバー登録が済んでいる場合は、

被保険者本人にマイナポータル上で「雇用保険

WEBサービス」との連携設定を行ってもらいます。

(2)(3)は資格喪失届提出の２週間前までに行ってくだ

さい。 

（4） 雇用保険の離職手続を電子申請で行ってください。

電子申請ではなく紙様式でハローワークに届け出た

場合は、離職票は従来どおり事業所経由となります。 

 

 

 

 

◆「103万円の壁」とは？ 

帝国データバンクが行った「103 万円の壁」引上げに対

する企業アンケート（有効回答企業数1,691社）において、

回答した企業の９割近くが「103万円の壁」の見直しに賛成

していることが明らかになりました。 

「103万円の壁」とは、年収が103万円を超えると所得税

が発生し、配偶者控除の対象から外れることを指すもので

す。この壁を超えていないことを配偶者手当の支給要件と

している企業もあります。そのため、この壁を意識して働き

控えをするパートタイム労働者が多く、企業にとっても人手

不足の一因となっています。 

今回の調査では、67.8％の企業が「103万円の壁」の引

上げに賛成し、21.9％の企業が「撤廃すべき」と回答しまし

た。つまり、合わせて89.7％の企業が現行制度の見直しを

求めているとわかります。 

 

◆アンケートでの主な意見 

企業からは、「壁を引き上げることでパートタイム労働者

の働き控えが解消され、人手不足の解消につながる」との

声が多く寄せられています。昨今の最低賃金上昇により、

103万円までの労働時間が短くなっていることの影響もうか

がえます。また引上げが実現すれば、「減税効果により消

費活動が活発化する」という期待もあります。その一方で、

「社会保険料の106万円・130万円の壁もあるので、所得

希望する離職者のマイナポータルに離職票を直接 

送付するサービスが始まります 
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「共に成長し、共に発展する」喜びを見つけ、信頼関係を大切にしています。 

 

「103万円の壁」見直し賛成企業が９割 

 

◆立ち作業による体への負担 

 工場のライン作業や、工事現場における交通誘導

作業、スーパーの会計作業など様々な場面で見られ

る「立ち作業」は、業務に集中しやすい、とっさに動き

やすいといったメリットがある一方で、長時間持続的

に行われると足腰等への負担が大きくなり、作業効

率も落ちるといったデメリットもあります。従業員の負

担を軽減するために、事業者として何ができるか、見

てみましょう。 

 

◆労働安全衛生規則の規定 

まず、労働安全衛生規則 615 条では、就業中にし

ばしば座ることのできる機会のあるときには椅子の備

え付けを事業者に義務付けています。 

「（立業のためのいす）第 615 条 事業者は、持続

的立業に従事する労働者が就業中しばしばすわるこ

とのできる機会のあるときは、当該労働者が利用す

ることのできるいすを備えなければならない。」 

必ずしも座って作業をすることを求めているもので

はありませんが、立ち作業にともなう従業員の足腰の

負担を軽減するためには、作業時間の短縮やこまめ

な休憩の取得等を行うことや、作業中に座ることがで

きるイスを設置するなどの対策が考えられます。 

 

◆企業の取組事例 

厚生労働省のホームページに、小売業、警備業、

その他事業と産業ごとに各企業での「立ち作業の負

担軽減対策の取組事例紹介」がされています。 



2025年 1月号 

2 

 

税のみの見直しでは働き控えは残る」という意見や、財源

をどう確保するかについて心配する声も見られます。 

 

◆最新動向を注視し対応策を 

103万円をはじめとする「年収の壁」を巡っては、法改正

に向けた動きが加速する可能性があります。企業は最新

の動向を注視し、従業員が安心して働けるよう適切な対応

策を講じることが重要です。 

 

 

 

 

◆ハローワークにおける求人不受理の対象とは？ 

ハローワークの求人は、労働関係法令の規定に違反し、

企業名公表等の措置が講じられた者からの求人の申込み

については受理しないことができると、職業安定法の政令

に規定されています。 

例えば、労働基準法や最低賃金法の規定に、過去１年

間に２回以上、同一条項違反で是正指導を受けた場合は

是正後６カ月経過まで不受理となります。送検・公表された

場合は、送検後概ね１年経過まで不受理となります。また、

男女雇用機会均等法や育児・介護休業法の規定に違反

し、是正を求める勧告等に従わずに公表された場合も是

正後６カ月経過まで不受理となります。 

 

◆改正育児・介護休業法の施行にあわせて求人不受

理の対象が追加 

  2024年の通常国会で成立した改正育児・介護休業法

は、一部が2025年４月１日と2025年10月１日の２回に分

けて施行されます。この改正法の施行にあわせて、求人不

受理の対象が追加されます。 

 具体的には、労働者が家族の介護の必要性に直面した

旨を事業主に対して申し出たことを理由とした不利益取扱

いの禁止への違反が、2025年４月１日から追加されます。 

 また、(1)労働者から確認された就業に関する条件に係る

意向の内容を理由とした不利益取扱いの禁止、(2)柔軟な

働き方を実現するための措置（３歳から小学校就学までの

子を養育する労働者に対する始業時刻等の変更等の措

置）の実施義務、(3)事業主が講じた柔軟な働き方を実現

するための措置に係る申出をしたこと等を理由とした不利

益取扱いの禁止を定めた規定への違反について、2025

年10月１日から追加されます。 

 

 

 

 

 ◆技能実習の運用要領を改正 

出入国在留管理庁が、外国人技能実習の運用要領を

改正し、転籍を可能とする場合の要件に、「ハラスメントを

受けている場合」が明記されました。技能実習生の失踪の

増加や、外国人労働者に対する人権侵害に対する批判

が国際的にも高まっていることを受けた対応だと思われま

す。 

技能実習生は原則３年間転籍ができませんが、「やむを得

ない事情」があったときは、受入企業を変更する転籍が認

めています。 

これまで、この「やむを得ない事情」にどのような場合が該

当するのか定義があいまいでしたが、暴行や各種ハラスメ

ント（暴言、脅迫・強要、セクハラ、マタハラ、パワハラなど）

を受けている場合、重大悪質な法令違反・契約違反があっ

た場合に転籍できることが明確化されるとともに、直接被害

を受けた技能実習生だけでなく、同僚の技能実習生につ

いても対象となりました。 

技能実習であるからといって、ハラスメントや賃金不払いな

どの法違反が許されないことが明確にされた形です。また、

転籍を申し出るための専用様式も作成されたそうですので、

今後は転籍の申出がなされやすい状況となったようです。 

 

◆技能実習制度は「育成就労制度」へ 

  労働基準法違反・法定労働時間を超えた労働、労働安

全法違反、労災隠し、賃金未払い、実習計画に基づかな

い実習などは、認定の取り消しや是正指導、送検等につ

ながります。 

技能実習制度はあらたに「育成就労制度」への見直しが

行われます。新たな制度は 2027年の開始が見込まれます

ので、今後の動向に注意しておきましょう。 

【「技能実習制度における 

「やむを得ない事情」があ 

る場合の転籍の改善について」】 

 

 

 

 
黒柴 夢ちゃんから一言 

みなさん こんにちは 

今年１年はどんなことが心に 

残っていますか。 

私はとにかく暑かった夏と大谷翔

平選手の活躍が印象的な年でし

た。2025 年は大阪万博の開催を

楽しみにしています！ 

 

※ご不便をお掛けいたします。 

【年末年始のお休み】 

令和6年12月27日～ 

令和７年1月５日 

。 

ハローワークにおける求人不受理の対象が 

追加されます 

外国人技能実習生の転籍要件が明確化されました  

 


